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 消費者庁・国民生活センターの地方移転に反対する意見書 

 

Ⅰ．意見の趣旨 

 当団体は２００７年８月２３日に、内閣総理大臣より消費者契約法第１３条に

基づき認定された、適格消費者団体です。 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく政府関係機関の地方移転に係る

提案」として、徳島県が消費者庁と国民生活センターの誘致を表明したことに

より、徳島県への移転が検討されています。当団体としては、東京への一極集

中の是正について反対するものではありませんが、政府関係機関の地方移転に

よって、その機関の本来の機能が低下することになっては本末転倒です。現状

はその不安が拭い切れず、消費者庁・国民生活センターの拙速な地方移転に反

対します。 

 

Ⅱ．意見の理由 

１．消費者庁について 

 消費者庁は、わが国の従来の消費者保護行政が縦割り省庁によって不統一に

行われてきたことに対し、消費者行政を一元化し安心安全な市場の確保を図る



ため、政府全体の消費者行政を推進する司令塔の役割を担う組織として、２０

０９年に創設されました。 

 消費者政策は各府省庁等の所管分野に広範に関連するものであり、施策を効

率的・効果的に実施するためには、消費者の視点に立ちながら関係府省庁との

総合調整、連携が不可欠です。消費者庁は、特定商取引法、消費者契約法や景

品表示法など専管・共管を含めて３０本超の消費者保護関連法を所管している

ほか、各省庁の消費者政策を集約して消費者基本計画を作成し毎年フォローア

ップを行うなど、まさにその任を果たしています。 

 高齢者の増加、高度情報化社会など、今後も消費者被害の複雑化・増加が見

込まれ、消費者庁の担う関係府省庁との総合調整、国会も含めた連携そして消

費者行政の司令塔の役割は、今後ますます重要になっていくことは確実です。 

 消費者庁の地方移転は、その役割を発揮し機能強化していくことはおろか、

現在発揮している機能の低下が大いに懸念されるところです。 

 

２．国民生活センターについて 

 国民生活センターは、全国の消費生活相談情報（ＰＩＯ－ＮＥＴ情報）を集

約・分析し、一般消費者や地方自治体に情報を発信するだけでなく、消費者庁

や消費者委員会や各省庁の消費者関連法制度の不備や見直しの問題提起を行う

機能を担っています。これらの業務は単にデータベース上の情報を分析しただ

けでは不可能であり、他省庁担当者との法令解釈や方向性についての密な協議

が不可欠です。 

 また、各省庁が消費者関連法の制定・改正を審議するときは、立法事実を明

らかにする資料としてＰＩＯ－ＮＥＴ情報が不可欠であり、例えば、特定商取

引法、消費者契約法、割賦販売法などの改正の審議においても、国民生活セン

ター職員がオブザーバーとして審議に参加し報告することが頻繁に行われてい

ます。 

 国民生活センターの地方移転は、これらの機能が大きく後退することが予想

され、消費者被害の防止・救済や各省庁、業界に与える負の影響は大きいと言

わざるを得ません。 


